
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東日本ユニオンは「ＪＲ東日本グループのさらなる飛躍に向けた新たな組織と働き方について」

における「組織の見直し」に関して、これまで団体交渉を通じ、新たに事業本部を設置する理由や

事業本部で行う業務内容など、経営側の考え方を明らかにしてきました。 

しかし、解明交渉の中で「調整中」「検討中」と回答するなど、未だ業務内容や責任の所在が不明

確であり、経営側が示す組織再編の目的が達成できる組織体制ではないと言わざるを得ません。 

私たち東日本ユニオンは、社員の安全と健康、安心して働くことができる会社組織の実現をめざ

して、10 月９日に経営側に基本要求を申し入れました。 

「ＪＲ東日本グループのさらなる飛躍に向けた新たな組織と働き方について」 

「組織の見直し」の基本要求を提出！ 

ＪＲ東日本労働組合 

発行者 情報宣伝部 

2025年 10月 14日 №942 

経営側は「事業本部間相互は並列な関係である」としていますが「並列であるが機能

に差はある」「ユニットを置く事業本部が他の事業本部をフォローしていく」「未だ

にフォローしていく事業本部が決まっていない業務がある」など、業務内容や責任の

所在が未だ不明確のままです！ 

「安全企画ユニット」  「ＣＸ戦略ユニット」 

「企画ユニット」  「勤労ユニット」  「人事ユニット」 

「地域共創モビリティサービスユニット」 

「総務・コーポレートコミュニケーションユニット」を 

36事業本部すべてに 

設置すること! 

 

＜申し入れ内容＞ 


